













presumed parent, functional parenthood
１. は じ め に
｢生殖補助医療｣ とは, 生殖を補助することを目的として行われる医療




精子による人工授精 (artificial insemination with donor’s semen : AID) は,











































































これにより, 同規定は, すべての女性に適用されることになった｡ UPA






の議会は, この変更を施すことにより, 未婚・既婚を問わず, すべての女
性に, ドナーが父子関係確認の請求をするのではないかという恐れを抱か
























このように, カリフォルニア州では, ①医師の監督の下で行われ, ②夫
の同意を得ている場合, 夫以外の男性が提供した精子を利用する人工授精









2005年の Steven S. v. Deborah D. 事件
(17)
がある｡






かった｡ そこで, 女性は, 男性が医師に提供していた精子を用いて, 人工
授精にふたたび挑戦した｡ 今度は成功し, 無事に子を出生することができ
た｡ このとき, 男性は女性に付き添い, 施術中も彼女の手を握っていた｡
男性は, 子の最初の超音波検査が行われた際に, 女性とともに出席し, と
もに子の心臓の鼓動を見た｡ また, 当事者は合同セラピーセッションにも
出席し, 彼らの子に関する諸問題について話し合っていた｡ 出生の日, 女
性は男性の職場に電話をかけ, ｢おめでとう, あなたは父親になったのよ
(桃山法学 第26号 ’17)56
‘Congratulations! You’re a father!’｣ と叫んだ｡ 男性は, 同僚に向かって,
｢息子ができた｣ と大声で言っていた｡ 子のミドルネームは, 男性のラス
トネームである｡ 当事者は, 子の出生前に, そのような名前をつけること
になると話していた｡ 子は, 男性を ｢パパ｣ (‘Daddy Steve’) と呼び, 女




しかし, 子が３歳のときに, 当事者間の関係は破綻し, 男性は, 子は性
行為により懐胎したとし, 子との親子関係を確認する申立てを提起するに
いたった｡ これに対し, 女性は, ２回目の人工授精により懐胎した子なの












とを妨げるものはないとした｡ その理由は次の通り｡ すなわち, 禁反言
の法理により, 女性は, 男性が生物学上の父として有する権利を否認す
ることを禁じられる｡ 女性の行動から, 彼女が, 子の父は男性であり,
男性が子の人生の一部になると意図していたことは明らかである｡ また,
男性が, 女性の行動から, 引き続き接触および訪問できるとの期待を抱




に, 父と推定される者 (presumed father) または生物学上の父はいない｡
男性は, 遺伝上の父である｡ 男性を父でないと認定すれば, 子は, ２人
目の親 (second parent) が提供しうる精神的支援や経済的支援 (扶養料)
を受けられなくなる｡ 本件のように, 当事者が数か月にわたって積極的
に子を懐胎しようとしていた場合, 男性が父でないとの結論を下すのは
不適切である｡ さらに, カリフォルニア州の政策は, 父子関係の認定を
支持し, 父に扶養義務を負わせるよう求めている｡ これら諸要素を考慮





こうして, 原審は, 男性を子の実父として認め, 親子関係に付随するす
















うに言う｡ 7613条の立法趣旨は, 一方で, 認定医への精子の提供を適
用要件にすることで, 未婚の女性に, ドナーから父子関係確認の請求が
提起されることを恐れずに, 人工授精により子を産む権利を付与するこ






































他方, 同じ年に, 一見すると, これと矛盾する判決が下されている｡ カ





｡ この事件は, 次に見る Jason P.




② K.M. v. E.G.事件
【事実】




登録を行った｡ この間, E.G.は, 人工授精を13回
試みたが, 成功しなかった｡ E.G.が診察を受けるときには, ほぼ K.M.が
付き添った｡ K.M.は, 彼女と E.G.は, 共に子を養育するつもりだった
と証言したが, E.G.は, K.M.は全面的に支援してくれたが, 彼女の意図
は ｢ひとり親になる｣ ことだったことを明確にしていたと主張した｡
1995年, 医師は K.M.の卵子を用いて体外受精を試みることを提案し,
K.M.に卵子の提供を求めた｡ その際, 医師は, K.M.は ｢ドナー｣ であっ
て, E.G.が ｢子の母になる｣ ことに同意してくれなければ, E.G.は K.M.
の卵子を受け入れないだろうと説明した｡












E.G.は, ｢卵子レシピエントに関する同意書｣ に署名した｡ 同意書には,












子のおばとおじ, そして K.M.のめいを双子のいとこ, とそれぞれ呼んで
いた｡ 学校に提出する書類には, 双子の親として, K.M.と E.G.が記載さ
れていた｡
しかし, K.M.と E.G.の関係は, 2001年３月に終わった｡ K.M.は, E.G.
が生んだ双子との親子関係を確認する本件訴訟を提起した｡ K.M.の主張
は, 次のようなものだった｡





・ 上述の ｢卵子提供者 (既知) に関する同意書｣ には, ｢ドナーはレ
シピエントの身元確認をしないことを約束する｣ など, ｢おかしな｣
部分があったが, ｢自分には関係がない｣ と考えた｡ 同意書に署名し
たのは, ｢わたしたちの子を持てるように｣ するためであって, 自身
の権利を放棄する意図はなく, 親になるものだと思っていた｡










し出ても, 断るつもりだった｡ K.M.には, 卵子提供前にその意向を
伝えていた｡
【争点】







・ K.M.の同意書に関する証言は, 矛盾しており, 必ずしも信頼で






・ 卵子提供前に, K.M.と子との遺伝上のつながりを, 誰にも言わ
ないことに同意していた｡
・ K.M.の立場は, 家族法7613条の下で, 認定内科医および外科
医を通じて精子を提供する場合, 子に対しては法的に無関係の者
(桃山法学 第26号 ’17)62

















カリフォルニア州最高裁は, これらの判決を覆し, K.M.と E.G.はと
もに双子の母であるとした｡
K.M.は子をなした卵子を提供しているので, 子との間に遺伝上の関
係がある｡ また, ｢妻ではない女性を授精させるために, 医師に精子を
提供する男性は父ではない｣ と規定している家族法7613条は, 適用さ





多数意見によれば, K.M.と E.G.は同居しており, 生まれてくる子を
彼女たちの共同の家に連れてくる意思を有していたことに争いはない｡

























注目に値するのは, Steven S. v. Deborah D. に言及している一節であ









に基づき, K.M.は双子の親 (E.G.とともに) であるとの結論にいたっ
た
(41)










る男性は, その結果生まれた子の父ではない, と規定している｡ もう一




彼女を E.G.が生んだ子の ｢親予定者｣ と ｢指定｣ する同意書を作成で
きなかった事情があったことは立証されていない｡ また, ｢公然と実子
として扱って｣ いなかったので, 7611条を類推適用しても, 母と推定
されない｡ したがって, K.M.は双子の親ではない｡ 多数意見は, 新た







次に, Werdegar 裁判官の反対意見を見てみよう｡ 同裁判官は, この
判決が下されるまで, 母子関係に関する請求を規律する規則は明確だっ
たという｡ すなわち, 当事者の意思に基づき, 母子関係の有無を決定し
てきた
(44)



















今一度確認しておこう｡ 本判決は, 7613条が適用されない ｢例外を苦
心して作り上げた
(47)
｣｡ 既知のドナーに子を ｢共同の家｣ で養育する意思が
ある場合, 本規定は適用されないという例外である｡ 多数意見によれば,












家で養育する意思｣ が, 親子関係の確認にあたって, なぜ決定的な要素に
なるのか, その論拠も明確に示されていない｡ 下級審の事実認定を疑問視






さて, これらの判決から９年後, Steven S. v. Deborah D. 事件での ｢精
子が認定医に提供されていた場合, 提供された精子で妊娠した女性と婚姻
関係にないドナーが, 父子関係確認を請求することなどあり得ない｡｣ と









ＸとＹは, 長年同居していたが, 婚姻関係にはならなかった｡ Ｙは,
2006年12月に懐胎したが, ６週間半後に流産した｡ 2007年に, Ｙは, Ｘの
精子を用いて, 子宮腔内授精 (IUI) を２回行ったが, いずれも懐胎には
いたらなかった｡ その後, 不妊の原因が, Ｘの精子数の問題に起因する可
能性があるとの助言を受け, Ｘは, その問題に対処するために, 外科手術
を受けた｡ ＸとＹは, 体外受精 (IVF) 施術を受けることも検討し始めた｡
2008年, ＸとＹは別居し, ＹはＸの近くに住居を構えた｡ ほどなくして
Ｙは, 匿名のドナーの精子を精子バンクから購入し, Ｘに, シングル・マ
ザーとして母になる (pursue motherhood) つもりだと告げた｡ このとき,
Ｙは, “single mothers by choice” というウェブサイトを通じて, カリフォ
ルニア州では, 人工授精用に精子を提供する男性は, 法律上, 父とはみな
されないことを知った｡





ことを条件に, それに賛同する｣ と書いた自筆の手紙を渡した｡ 結局, Ｙ
は, 彼女が購入した匿名のドナーの精子ではなく, Ｘの精子を利用するこ
とを選んだ｡
Ｘは, 認定不妊治療院に, 精子を提供した｡ この精子を利用して行った
人工授精 (IUI) 施術が成功しなかったので, Ｙは, 体外受精 (IVF) 施術
を試みることにした｡ ＸとＹは, 施術の前に, 治療院が提示したインフォー
ムド・コンセントの用紙に署名した｡ そのさい, Ｙは, ｢親予定者 (In-
tended Parent)｣ の欄に, 彼女とＸの名前を書いた｡ 施術は成功し, 同年
12月にＡが生まれた｡
Ｘは ｢親になる用意はない｣ との意向を示していたにもかかわらず, Ａ
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Ｙは, Ｘは7613条にいうドナーであり, それゆえ, 法律上Ａの実親で
はなかったかのように扱われると主張した｡ 他方, Ｘは, ①自身は7613条






原審は, Steven S. v. Deborah D. 事件での判断に依拠し, Ｘの主張をし
りぞけた｡ すなわち, Ｘの精子が認定内科医および外科医に提供されたこ
と, ＡがＸの精子を使った IVFにより懐胎されたこと, およびＸとＹが
婚姻関係になかったことについて争いはないので, 7613条が適用される
とした｡
そして, 7613条は, ドナーと未婚の女性に関わる事案で, 父子関係を
認める唯一の手段を規定しているので, この規定にいう ｢ドナー｣ に該当






これに対し, 控訴審は, Ｘの主張を認め, 次のような理由で, 7611条
(桃山法学 第26号 ’17)68
に基づき父子関係を確認することは認められるとした｡
 Steven S. v. Deborah D. 事件の位置付け
原審は, Steven S. v. Deborah D. 事件での判断を踏襲したが, 控訴審に
よれば, この事件での争点は, ドナーが母と親密な関係にある友人で, 母
の性交渉の相手であるときに, 7613条が適用されるか否かだったとされ
る｡ つまり, 7613条の適用を免れるドナーが, 7611条またはその他の理
論により, 親子関係を認定することができるか否かが争点ではなかった｡
それゆえ, Steven S. v. Deborah D. 事件判決は, 本件で提起されている諸
問題の先例になるものではない｡
また, 前章で見た K.M. v. E.G.事件で, カリフォルニア州最高裁が示し
た判断により, Steven S. v. Deborah D. 事件で ｢我々が断言したことの信
頼性は損なわれてしまった｣ という｡ K.M. v. E.G. 事件では, 当事者に子
を共同の家で養育する意思があり, そのうえで, 当事者の未婚のパートナー
に精子を提供したときには, 7613条は適用されないとの判断が示されて
いる｡ もっとも, 7613条の適用を免れるドナーに, 7611条を適用する
ことができるか否かは, 争点にならなかった｡
 7611条と7613条との関係
この点について, 本件の原審は, 7613条により, ドナーはいかなる理
論によっても父子関係を確認できないと判示している｡ つまり, 認定医に,
妻以外の女性の生殖補助医療に使用される精子を提供したという事実が確
認されれば, その者は ｢ドナー｣ であり, いかなる事情があっても, 法律
上, 子の親にはなれないと解した｡ しかし, 控訴審は, 7613条により,
ドナーは, 子との生物学上のつながりに基づき父子関係を確認できない
だけであって, 出生後の行動に基づき, 7611条にいう ｢推定上の親 a












推定上の (推定される) 親の地位 (presumed parent status) を求めてい
る者が, 懐胎または出生の時から, 家族関係を結んでいる必要もない｡





｣｡ したがって, 子との家族関係を確立し, 子および子の福祉
への献身を行動で示しているドナーは, たとえ, 子との生物学上のつなが
りに基づき父子関係を確認できないとしても, 推定上の親 (presumed par-
ent) と認定される可能性を持つのである｡ このような目的を考慮に入れ










共に子を養育していた｡ 数年後, 離婚し, 単独で子を監護する余裕がなかっ








めに要求しているのは, ｢家族 (familial)｣ に相当する関係である｡ した
がって, 母は, ドナーと子との接触を制限し, 両者の関係が推定上の親と
子の関係に相当する水準にまで高まらないようにすることで, 父子関係の
推定を妨げることができる｡ ドナーは, 7611条に規定されている条件をみ
たす場合にのみ, 子との関係の ｢維持｣ を求め得るにすぎないからである｡
そのような関係がない場合, 子との生物学上の関係を ｢確認する｣ 機会を
求めて請求を行う権利を, ドナーは有さない｡





以上のように, 本件は, Steven S. v. Deborah D. 事件での判断を踏襲せ
ず, 7613条は, ドナーが, 7611条にもとづき ｢推定上の (推定される)
父｣ になることを妨げるものではないとの結論にいたった｡
この結論は, K.M. v. E.G.事件のそれを踏襲したかのようにも見える｡
しかし, 注意深く読めば, 両者は重要な点で異なる解釈を展開しているこ
とがわかる｡ それは, 当事者の出生後の行動を, 親子関係の決定にあたっ
て, 考慮するのかしないのか, するとすれば, どの程度するのか, という
点についてである｡
K.M. v. E.G.事件では, 7613条の適用を免れ, ドナーと子との間に親
子関係を発生させるには, 配偶子を提供する時点で, 当事者に生まれてく
る子を ｢共同の家｣ で養育する意思があり, ドナーはその前提で配偶子を
提供したという事実がなければならないとされた｡ つまり, 親子関係の決
定にあたって, 主として考慮されるのは, 配偶子を提供する時点での意思
を明らかにする行動だった｡ しかし, 本件では, そのような限定が取り払
われている｡ それゆえ, 配偶子提供時の意思がどのようなものであれ, 出







また, 本件は, 父子関係を推定させるのは, K.M. v. E.G.事件で示され




本件の事実関係からして, Ｙが, 出生前に, ひとり親になる意思を有し
ていたとの供述には信憑性がある｡ しかし, 出生後の彼女の行動は, Ｘが
子の生活に関与するという事態を招いただけでなく, 彼がＡとの関係を構




｡ それゆえ, Ｙは, ＸとＡ
との関係が ｢家族｣ に相当する関係に発展し, 推定上の親と子の関係とみ
なされる水準に到達しないようにする努力を怠ったとする控訴審の結論自
体は首肯できる｡ そのような関係が存在する以上, あえて破壊する必要は




他方で, ｢家族 (family)｣ と ｢親 (parent)｣ は同義ではない｡ 叔母, 叔
父およびいとこは ｢家族｣ であるが, 法的には, ｢親｣ とは全く異なる取
り扱いを受ける
(62)












































 懐胎前に, ドナーと女性が, ドナーが親にならないことを, 署
名入りの書面で合意している｡















・ 当事者が, 懐胎前に署名した書面で, ドナーは親にならないことを
定めていた｡
・ 書面がない場合, 裁判所が, その旨を示すに足る証拠を認定する｡
このように, 改正の主眼は, 認定医または精子バンクを利用しない在宅
授精の場合に, ドナーはいかなる法的地位におかれるのかを明らかにする
ことだった｡ 従来は, 生物学上のつながりから, 法律上, 実親にあたると
みなされる可能性が非常に高かった｡ しかし, 主として金銭上の理由から,



























































となる (注１)｡ 試案第２は, ｢妻が, 夫の同意を得て, 夫以外の男性の精
子 (その精子に由来する胚を含む) を用いた生殖補助医療により子を懐胎




このような前提のもと, 本試案第１は, 次のような理由により, 制度枠
組みの中で行われる生殖補助医療のために精子を提供した者について, 任
意認知および認知の訴えがいずれもできないこととしている｡
① 制度枠組みは, 匿名の第三者が精子等を提供することにより, 不妊
症の夫婦が子を設けることができるようにするものである｡ それゆえ, 提
供者である第三者が父となることは, 制度の趣旨に反する｡



































｡ たとえば, 次のような場合である｡ 法律上の夫婦だった者が, 配偶
者間人工授精または体外受精を行うことに合意し, 夫がそのために精子を
提供した｡ その後, 夫は同意を撤回し, 離婚することになった｡ しかし,
元妻は元夫の精子を用いて非配偶者間人工授精または体外受精を行い, 懐
胎した｡ このとき, 元妻が再婚しており, 現夫がこれらの生殖補助医療を
受けることに同意していない場合, 現夫との間には嫡出父子関係が発生し
ないことになる｡ それでもなお, 元夫は認知により父子関係を発生させる
ことができないのか｡ 種々の意見が出されたようであるが, 結局は, 元夫
が任意認知を望むならば, それは ｢自己の意に反しなかった｣ ということ
になるという意見に支持が集まった｡ つまり, 提供時には想定していなかっ
たという意味で, ｢自己の意に反する｣ としても, その後の事実関係から,
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は, 意思に基づき親であること intent-based parenthood と親としての役割
をはたすことで親になること functional parenthood のどちらを優先するべ
きなのか
(89)
























の選択肢が生まれている｡ 法も, これらの変化を反映し, 改善されなけれ
ばならない
(91)
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